
平成21年度財団法人静岡県国際交流協会  一般会計当初予算

平成21年4月1日から平成22年3月31日まで

予算額 前年度予算額 増　減

(A) (B) (A)-(B)

Ⅰ　事業活動収支の部

１　事業活動収入

①基本財産運用収入 18,475 28,117 △ 9,642

基本財産利息収入 18,475 28,117 △ 9,642

②受取収入 325 708 △ 383

賛助会員会費収入 325 708 △ 383

③事業収入 10,699 15,414 △ 4,715

研修事業収入 2,540 2,972 △ 432

旅券センター事業収入 4,000 8,700 △ 4,700

国連協会事業収入 3,000 3,000 0

その他事業収入 1,159 742 417

④補助金等収入 20,291 18,366 1,925

県補助金等収入 5,260 3,440 1,820

国際交流事業受託等収入 15,031 14,926 105

⑤寄附金収入 10 5 5

寄附金収入 10 5 5

⑥雑収入 1,990 1,590 △ 90

雑収入 0 90 △ 90

特定預金取崩収入（20周年積立預金） 0 1,500 △ 1,500

他会計からの繰入金収入 1,990 0 1,990

事業活動収入計 51,790 64,200 △ 12,410

(単位：千円）

移住者援護事業、自治体国際化協会
補助事業、文化庁補助金

一般寄附金

写真撮影業務（８月末まで）

高校生国際教育セミナー及びキッズ英
会話

県委託料

科　　　　　　　目 事業の概要

運用収益

運営費負担金

翻訳手数料等

受取利息等

特別会計廃止に伴う剰余金の繰入



予算額 前年度予算額 増　減

(A) (B) (A)-(B)
科　　　　　　　目 事業の概要

２　事業活動支出

①事業費支出 40,953 36,275 4,678

(1)情報収集提供事業費支出 6,563 4,620 1,943

(2)交流活動支援事業費支出 4,233 5,438 △ 1,205

   国際理解交流事業費支出 2,055 5,438 △ 3,383

   国際交流ネットワーク事業費支出 2,178 0 2,178

(3)企画推進事業費支出 8,503 4,602 3,901

   外国語ボランティアバンク事業費支出 1,998 2,182 △ 184

   国際理解教育事業費支出 4,847 1,261 3,586

   ふじのくに親善大使事業費支出 1,158 1,159 △ 1

　 空港活用異文化交流調査事業費支出 500 0 500

(4)外国籍住民支援事業費支出 10,530 8,110 2,420

　 日本語講師ボランティア養成事業費支出 2,600 430 2,170

　　外国籍住民支援アドバイザー設置事業費支出 1,250 1,250 0

　 外国人学校日本語指導事業費支出 3,825 4,004 △ 179

　 外国籍住民地域参加型国際化推進事業費支出 2,855 2,426 429

(5)国際協力事業費 7,124 4,805 2,319

　 海外技術研修員受入事業費支出 5,300 3,341 1,959

　 海外移住者援護事業費支出 1,824 1,464 360

(6)旅券センター事業費 4,000 8,700 △ 4,700

②管理費支出 24,029 18,880 5,149

給料手当支出 14,725 8,957 5,768

福利厚生費支出 2,131 3,123 △ 992

外注人件費支出 2,500 0 2,500

会議費支出 10 0 10

旅費交通費支出 350 350 0

通信運搬費支出 558 520 38

印刷製本費支出 45 45 0

消耗品費支出 700 802 △ 102

光熱水費支出 450 450 0

賃借料支出 1,500 1,433 67

諸謝金支出 280 280 0

負担金支出 230 2,379 △ 2,149

【継続】県委託

【継続】県委託

【継続】県委託

 

写真撮影業務（８月末まで）

　

民間派遣人件費を事業費へ配賦

【自主】情報誌の発行
【自主】ホームページの保守、更新

【自主】アースカレッジ
【自主】高校生国際教育セミナー等

【自主】市町協会連絡会議
【県委託・継続】ネットワーク構築事業
【自主・新規】国際交流等推進支援事
業

【自主】キッズ英会話
【自主】通訳翻訳事業

　

【自主・継続】日本語講師ボラン
ティア養成講座の増（文化庁委
嘱事業）

【継続】県委託

自治体国際化協会補助事業
【継続】サポートセンター(富士見台)
【継続】多言語ガイドブック作成

【自主・新規】
親善大使フォローアップ事業

【継続】県委託

【継続】県委託

　

　

公益法人改革対応



予算額 前年度予算額 増　減

(A) (B) (A)-(B)
科　　　　　　　目 事業の概要

雑支出 150 141 9

公租公課 400 400 0

他会計への繰入金支出 0 0 0

事業活動支出計 64,982 55,155 9,827

事業活動収支差額 △ 13,192 9,045 △ 22,237



予算額 前年度予算額 増　減

(A) (B) (A)-(B)
科　　　　　　　目 事業の概要

Ⅱ　投資活動収支の部

１　投資活動収入

①　基本財産収入 20 9 11

基本財産収入 20 9 11

②　特定資産取崩収入 909,369 1,045,869 △ 136,500

定期預金取崩収入 182 14,004 △ 13,822

投資有価証券売却収入 909,187 1,031,865 △ 122,678

運営準備預金取崩収入 0 0 0

投資活動収入計 909,389 1,045,878 △ 136,489

２　投資活動支出

①　特定資産取得支出 909,871 1,046,367 △ 136,496

基本財産立預金支出 20 9 11

退職給付引当資産取得支出 482 489 △ 7

定期預金取得支出 182 6,599 △ 6,417

投資有価証券購入支出 909,187 1,039,270 △ 130,083

投資活動支出計 909,871 1,046,367 △ 136,496

投資活動収支差額 △ 482 △ 489 7

Ⅲ　財務活動収支の部

１　財務活動収入

①　借入金収入 0 0 0

短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２　財務活動支出

①　借入金返済支出 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0 0

当期収支差額 △ 13,674 8,556 △ 22,230

前期繰越収支差額 24,925 16,369 8,556

次期繰越収支差額 11,251 24,925 △ 13,674

（注） 1   借入金限度額（会計処理規程第9条第2項の規定による）

2

3

　（会計処理規程第11条の規定による）

公共債購入のための取崩

公共債の入換え

  21年度当初予算の前期繰越収支差額は、前年度補正予算案における次期繰越収支差額を仮置きする。

 

県への返済金2,000千円に充当

  予算の流用は、その執行上やむを得ない事情がある場合、各科目間において流用することができる。

前期繰越金の内2,000千円は⑲返済金に充当

公共債の購入

30,000千円

指定寄附金


